
５．特定民間中心市街地経済活力向上事業の実施時期

［事業の着手の予定年月日］ 年 月 日（注）着工時期を記載

［事業の完了の予定年月日］ 年 月 日（注）竣工時期を記載
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様 式 に 次 の 二 様 式 を 加 え る 。

様式第六（第十四条関係）
特定民間中心市街地経済活力向上事業計画に係る認定申請書

年 月 日
経済産業大臣 殿

住 所
名称及び代表者の氏名 印

中心市街地の活性化に関する法律第五十条第一項の規定に基づき、特定民間中心市街地経済活力向
上事業計画について認定を申請します。
この申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。
１．特定民間中心市街地経済活力向上事業の種類
２．特定民間中心市街地経済活力向上事業者の概要
３．特定民間中心市街地経済活力向上事業の目標
\ 数値目標
] 波及効果
^ 目標達成の成功率を高めるための取組
４．特定民間中心市街地経済活力向上事業の内容
\ 事業名称
] 所在地及び面積
{ 所在地
| 面積

^ 事業概要

６．特定民間中心市街地経済活力向上事業を行うのに必要な資金の額及びその調達方法
７．第五十八条第一項に規定する大規模小売店舗立地法に関する事項
\ 第五十八条第一項に規定する大規模小売店舗立地法の特例の利用の有無
] 第五十八条第一項に規定する大規模小売店舗立地法の特例の利用を有する場合（|から�まで
の事項については、大規模小売店舗の新設をする日における事項に限る。）
{ 大規模小売店舗の新設をする日
| 大規模小売店舗内の店舗面積の合計
} 駐車場の位置及び収容台数
~ 駐輪場の位置及び収容台数
� 荷さばき施設の位置及び面積
� 廃棄物等の保管施設の位置及び容量

注１ 氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができます。
様式第七（第十五条関係）

認定特定民間中心市街地経済活力向上事業計画の変更の認定申請書
年 月 日

経済産業大臣 殿
住 所
名称及び代表者の氏名 印

年 月 日付けで認定を受けた特定民間中心市街地経済活力向上事業計画について、下記の
とおり変更したいので、中心市街地の活性化に関する法律第五十一条第一項の規定に基づき、特定民
間中心市街地経済活力向上事業計画について認定を申請します。
この申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。

記
１．変更事項
２．変更事項の内容
３．変更の理由
注１ 氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができます。
２ 変更事項の内容については、変更前と変更後を対比して記載して下さい。

（ 中 小 企 業 信 用 保 険 法 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 中 小 企 業 信 用 保 険 法 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 七 年 通 商 産 業 省 令 第 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改

正 す る 。

第 八 条 か ら 第 十 一 条 ま で の 規 定 中 「 第 四 十 三 条 第 一 項 」 を 「 第 五 十 三 条 第 一 項 」 に 改 め る 。

（ 独 立 行 政 法 人 中 小 企 業 基 盤 整 備 機 構 の 業 務 （ 産 業 基 盤 整 備 業 務 を 除 く 。 ） に 係 る 業 務 運 営 、 財 務 及

び 会 計 に 関 す る 省 令 （ 平 成 十 六 年 経 済 産 業 省 令 第 七 十 四 号 ） の 一 部 改 正 ）

第 三 条 独 立 行 政 法 人 中 小 企 業 基 盤 整 備 機 構 の 業 務 （ 産 業 基 盤 整 備 業 務 を 除 く 。 ） に 係 る 業 務 運 営 、 財

務 及 び 会 計 に 関 す る 省 令 （ 平 成 十 六 年 経 済 産 業 省 令 第 七 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 一 条 の 二 第 七 号 中 「 第 三 十 八 条 第 一 項 」 を 「 第 三 十 九 条 第 一 項 、 第 四 十 四 条 及 び 第 五 十 二 条 第

二 項 」 に 改 め る 。

第 三 十 四 条 第 一 項 第 三 号 イ 中 「 第 四 十 一 条 第 一 項 」 を 「 第 四 十 九 条 第 一 項 」 に 改 め 、「 認 定 特 定 民

間 中 心 市 街 地 活 性 化 事 業 計 画 」 の 下 に 「 若 し く は 同 法 第 五 十 一 条 第 一 項 に 規 定 す る 認 定 特 定 民 間 中

心 市 街 地 経 済 活 力 向 上 事 業 計 画 」 を 加 え る 。

第 三 十 七 条 第 一 号 ハ 中 「 第 四 十 一 条 第 一 項 」 を 「 第 四 十 九 条 第 一 項 」 に 改 め 、「 認 定 特 定 民 間 中 心

市 街 地 活 性 化 事 業 計 画 」 の 下 に 「 又 は 同 法 第 五 十 一 条 第 一 項 に 規 定 す る 認 定 特 定 民 間 中 心 市 街 地 経

済 活 力 向 上 事 業 計 画 」 を 加 え る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

こ の 省 令 は 、 中 心 市 街 地 の 活 性 化 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 の 日 （ 平 成 二 十 六 年 七

月 三 日 ） か ら 施 行 す る 。

様式第三（第九条関係）
認定民間中心市街地商業活性化事業計画の変更の認定申請書

年 月 日
経済産業大臣 殿

住 所
名称及び代表者の氏名 印

年 月 日付けで認定を受けた民間中心市街地商業活性化事業計画について、下記のとおり
変更したいので、中心市街地の活性化に関する法律第四十三条第一項の規定に基づき、民間中心市街
地商業活性化事業計画について認定を申請します。
この申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。

記
１．変更事項
２．変更事項の内容
３．変更の理由
注１ 氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができます。
２ 変更事項の内容については、変更前と変更後を対比して記載して下さい。
３ 当該事業計画の変更に伴い、事業計画の認定時からその内容が変更される添付書類がある場合
は、全て添付してください。
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